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 研究要旨 
 視覚聴覚二重障害に対する医療と共にデータベース構築を行う。 
 移行期支援マニュアルを元に移行期医療支援を実践する。 

 
Ａ．研究目的 

視覚聴覚二重障害を伴う疾患は多数あるが、背

景となる各疾患は希少であり、データベースの

構築を行う。移行期支援マニュアルを元に移行

期医療支援を実践し、有効性と問題点を検証す

る。 

 

 

Ｂ．研究方法 

全身状態が安定し、発達レベルが軽度の遅れか

ら正常内の就学児症例を対象として移行期医療

支援を実践した。 

 

(倫理面への配慮) 

個別の症例提示はなく、倫理面への配慮は必要

ない。 

 

 

Ｃ．研究結果   

前年度に作成したこども向けのパンフレット

（きこえの手帳）を対象家庭に配布した。 

院内で小中高校生児を対象に勉強会を行い、移

行期支援に関して講義を行なった。作成した「成

人移行チェックリスト（本人用・保護者用）」を

児9名、保護者14名に対して実施し、項目ごとに

「できる」「ある程度できる」「できない」を自

己評価してもらった。 

「できる」「ある程度できる」を“できる”と

して集計した。児では「半分以上」“できる”が

7名(77.8%)、うち8割以上は0名、「半分以下」が

2名(22.2%)であった。保護者では「半分以上」

“できる”が10名(71.4%)、うち8割以上が2名

(14.3%)、「半分以下」が4名(28.6%)であった。

聴力レベルの理解、補聴器・人工内耳の説明、周

囲への説明は“できる”割合が多かったが、医療

機関の予約方法、書類の依頼、社会参加・就労へ

の準備では“できない”割合が多かった。 

Ｄ．考察 

対象は発達レベルが軽度の遅れから正常内の児

であり、通常学級で学校生活を行っている。そ

のため、自身の聴力レベルや周囲への説明を行

う機会が多く、チェックリストでも“できる”評

価が多かった。しかし、医療機関への自発的な

アクセス、就労・社会参加に関しては“できてい

ない”児が多かった。また、保護者が“できる”

と答えるも、本人は“できない”と回答した項目

がみられ、児本人と保護者の乖離が見られた。

チェックリストを活用することで、お互いの認

識を確認することができ、乖離を減らす手段の

一つになると考えられた。引き続き移行期支援

を行い、長期的な経過をみる必要がある。 

 

 

Ｅ．結論 

移行期支援マニュアルを用いて、児本人、保護

者の移行期支援に役立てることができた。今後

も継続的かつ長期的に行う必要があり、結果の

評価には年単位の時間が必要である。 

 

 

Ｆ．研究発表 

1. 論文発表 
 該当なし 
2. 学会発表） 
該当なし 

 

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得  
 該当なし 
2. 実用新案登録 
 該当なし 
3. その他 
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